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○ 「井川一久さんとともに開高健を歩くベトナムの旅」 同行記   
○ 暴動情報検証 ： ２０１１年１月  
○ 【中国経済最新統計】 
 




                                                             小島正憲 
 
《 目次： １．ベトナム戦争年表   ２．米国との戦争   ３．中国との戦争  ４．日本とベトナム  ５．私とベトナム  ６．ベトナムの現状  ７．歴史余







旅行中、私は恥じ入りながら、始終、身を小さくし続けていた。                           
なお開高健は、名ルポ「ベトナム戦記」（１９６５年３月７日）の最後を、「とにか
く私たちは見てきた。結論は読者におまかせします」という文章で  《開高健が起居していたサイゴン市内のアパートの前で》 
締めくくり、結論を出していない。今回、井川氏は、「開高さんに現在のベトナムを見せたかった。彼は何を思い、どう




１．ベトナム戦争年表  複雑なベトナム戦争を理解しやすくするために、まず年表を掲げておく。 
※ 赤字の部分は米国との戦争に関する重要部分、青字の部分は中国との戦争に関する部分。 
１９４５年 ３月 日本軍が仏中印軍を武装解除  バオ・ダイ帝 「ベトナム」の独立宣言  ８月 ベトミン総蜂起決定 
           日本が連合国に無条件降伏 
１９４６年 ３月 フランス軍がハノイ入城  フランス軍とベトミンがハイフォンで武力衝突 
１９５０年 ４月 ホー・チ・ミンら中国昆明を訪問、軍事訓練所開設 
１９５３年     ベトナム北部で、中国モデル土地革命実施    
１９５４年 ５月 ディエンビエンフーで仏軍降伏 中国観戦武官の退出  ７月 ジュネーブでインドシナ休戦協定調
印  
１０月 アイゼンハワー大統領、ゴ・ディン・ジェム政権に軍事援助約束 
１９５６年 ８月 レ・ズアン南部武力解放を提案 土地革命についてホー・チ・ミン自己批判 チュオン・チン書記長解
任 
１９５９年 １月 南ベトナム武力解放決定 戦争準備指令 
１９６０年 １月 メコンデルタのベンチェで初の武装蜂起  ９月 第３回当大会 南部武力解放決定 
１９６１年 １月 ケネディ新大統領就任  ジェム政権、米戦闘部隊の派遣を要請 
１９６３年 ３月 ケネディ暗殺、ジョンソン新大統領就任 
１９６４年 ８月 第１次トンキン湾事件 北への報復爆撃命令 





１９６８年 １月 テト攻勢  ５月 米・北第１回パリ会談  １１月 ニクソン新大統領就任 
１９６９年 １月 解放戦線、テト明け攻勢  ９月 ホー・チ・ミン死去 
１９７０年 ４月 インドシナ人民首脳会議  南政府軍と米軍がカンボシア侵攻 
１９７１年 １月 南政府軍がラオス侵攻  ニクソン、ドル防衛政策発表 
１９７２年 ２月 ニクソン訪中  中国批判 
１９７４年 ８月 ニクソン辞任  フォード新大統領就任 
１９７５年 ４月 北正規軍、サイゴン総攻撃開始  米国人撤退開始  北正規軍、サイゴン入城 
１９７６年 １月 周恩来死去  ９月 毛沢東死去  レ・ズアン、中国批判 
１９７７年 ９月 ポル・ポト、親中路線明確化   
１９７８年 ４月 ベトナム在住華僑が大量帰国開始  中国・ベトナム紛争表面化 ５月 中国がベトナム援助打ち切
り  ７月  中国技術者総引き揚げ  １２月 ベトナム軍、カンボジアに侵攻  国交断絶 
１９７９年 １月 プノンペン陥落  ２月 中国軍、ベトナムに侵攻  ３月 中国軍、ベトナムから撤兵開始 
１９８６年 ７月 レ・ズアン死去 チュオン・チン暫定書記長 ドイモイ提唱  １２月 グエン・バン・リン書記長就任 
１９８７年 ６月 グエン・バン・リン書記長、「ドイモイ」（刷新）政策の推進を表明   






































































































４．日本とベトナム  以下は井川一久氏の「日本近代の逆説的矛盾と日本・ベトナム関係」の論考に、全面的に依るものである。 






































































































































































７．歴史余話  以下は旅行中に井川氏から聞いた話を、まとめ直したものである。 
①阿倍仲麻呂 











































































１．１２／１６～、湖北省咸寧市でタクシースト続行中。  暴動レベル０。 




従来、咸寧市では、タクシーの経営権が市政府から運転手から個人に       
売買されており、その価格は近年、３０万元を超えるようになってきていた。             
















































































暴動レベル０ ： 抗議行動のみ 破壊なし 
暴動レベル１ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以下（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ 
暴動レベル２ ： 破壊活動を含む抗議行動 １００人以上（野次馬を除く） 破壊対象は政府関係のみ  
暴動レベル３ ： 破壊活動を含む抗議行動 一般商店への略奪暴行を含む   
暴動レベル４ ： 偶発的殺人を伴った破壊活動 
暴動レベル５ ： テロなど計画的殺人および大量破壊活動 
 







































































2005 年 10.4  12.9 1.8 27.2 1020 28.4 17.6 0.8 ▲0.5 17.6 9.3 
2006 年 11.6  13.7 1.5 24.3 1775 27.2 19.9 ▲5.7 4.5 15.7 15.7 
2007 年 13.0 18.5 16.8 4.8 25.8 2618 25.7 20.8 ▲8.7 18.7 16.7 16.1 
2008 年 9.0 12.9 21.6 5.9 26.1 2955 17.2 18.5 ▲27.4 23.6 17.8 15.9 
2009 年 9.1 11.0 15.5 1.9 31.0 1961 ▲15.9 ▲11.3 ▲14.9 ▲16.9 27.6 31.7 
1 月    1.0  391 ▲17.5 ▲43.1 ▲48.7 ▲32.7 18.7 18.6 
2 月  （3.8） (15.2) ▲1.6 (26.5) 48 ▲25.7 ▲24.1 ▲13.0 ▲15.8 20.5 24.2 
3 月 6.1 8.3 14.7 ▲1.2 30.3 186 ▲17.1 ▲25.1 ▲30.4 ▲9.5 25.5 29.8 
4 月  7.3 14.8 ▲1.5 30.5 131 ▲22.6 ▲23.0 ▲33.6 ▲20.0 25.9 27.1 
5 月  8.9 15.2 ▲1.4 (32.9) 134 ▲22.4 ▲25.2 ▲32.0 ▲17.8 25.7 28.0 
6 月 7.9 10.7 15.0 ▲1.7 35.3 83 ▲21.4 ▲13.2 ▲3.8 ▲6.8 28.5 31.9 
7 月  10.8 15.2 ▲1.8 (32.9) 106 ▲23.0 ▲14.9 ▲21.4 ▲35.7 28.4 38.6 
8 月  12.3 15.4 ▲1.2 (33.0) 157 ▲23.4 ▲17.0 ▲2.05 7.0 28.5 31.6 
9 月 8.9 13.9 15.5 ▲0.8 (33.4) 129 ▲15.2 ▲3.5 10.6 18.9 29.3 31.7 
10 月  16.1 16.2 ▲0.5 (33.1) 240 ▲13.8 ▲6.4 ▲6.2 5.7 29.5 31.7 
11 月  19.2 15.8 0.6 (32.1) 191 ▲1.2 26.7 10.0 32.0 29.6 34.8 
12 月 10.7 18.5 17.5 1.9 (30.5) 184 17.7 55.9 9.7 -44.6 27.6 31.7 
2010 年 10.3 15.7 18.4 3.3 24.5 1831 31.3 38.7 16.9 17.4 19.7 19.8 
1 月    1.5  142 21.0 85.6 24.7 7.8 26.0 29.3 
2 月  (20.7) (17.9) 2.6 (26.6) 76 45.7 44.7 2.5 1.1 25.5 27.2 
3 月 11.9 18.1 18.0 2.4 26.3 ▲72 24.2 66.4 28.1 12.1 22.5 21.8 
4 月  17.8 18.5 2.8 25.4 17 30.4 50.1 21.3 24.7 21.5 22.0 
5 月  16.5 18.7 3.1 25.4 195 48.4 48.9 29.3 27.5 21.0 21.5 
6 月 10.3 13.7 18.3 2.9 24.9 200 43.9 34.6 8.3 39.6 18.5 18.2 
7 月  13.4 17.9 3.3 22.3 287 38.0 23.2 12.8 29.2 17.6 18.4 
8 月  13.9 18.4 3.5 23.9 200 34.3 35.5 21.2 1.4 19.2 18.6 
9 月 9.6 13.3 18.8 3.6 23.2 169 25.1 24.4 12.2 6.1 19.0 18.5 
10 月  13.1 18.6 4.4 23.7 271 22.8 25.4 8.7 7.9 19.3 19.3 
11 月  13.3 18.7 5.1 29.1 229 34.9 37.9 28.1 38.2 19.5 19.8 
12 月 9.8 13.5 19.1 4.6 20.4 131 17.9 25.6 9.2 -13.3 19.7 19.9 
2011 年             
1 月    4.9 33.3 65 37.7 51.4 16.6 11.4 17.6 16.9 
 
注：1.①「実質 GDP 増加率」は前年同期（四半期）比、その他の増加率はいずれも前年同月比である。 
2.中国では、旧正月休みは年によって月が変わるため、１月と 2月の前年同月比は比較できない場合があるので注意 
されたい。また、(  )内の数字は 1月から当該月までの合計の前年同期に対する増加率を示している。 
  3. ③「消費財小売総額」は中国における「社会消費財小売総額」、④「消費者物価指数」は「住民消費価格指数」に対応
している。⑤「都市固定資産投資」は全国総投資額の 86%（2007 年）を占めている。⑥―⑧はいずれもモノの貿易であ
る。⑨と⑩は実施ベースである。 
出所：①―⑤は国家統計局統計、⑥⑦⑧は海関統計、⑨⑩は商務部統計、⑪⑫は中国人民銀行統計による。 
